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放射線障害防止対策に係る都道府県等衛生主管部局との連携について 

 

 

 放射線障害防止対策については、放射線業務従事者（電離放射線障害防止規則（昭和 47

年労働省令第 41 号。以下「電離則」という。）第４条の「放射線業務従事者」をいう。）が

眼の水晶体に受ける等価線量限度等に係る電離放射線障害防止規則の一部を改正する省令

（令和２年厚生労働省令第 82 号。以下「電離則改正省令」という。）及び放射線診療従事

者等（医療法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 30 号）第 30 条の 18 の「放射線診療従事者

等」をいう。）が眼の水晶体に受ける等価線量限度等に係る医療法施行規則の一部を改正す

る省令（令和２年厚生労働省令第 81 号。以下「医療法施行規則改正省令」という。）が、そ

れぞれ令和３年４月１日から施行される。 

ついては、放射線障害防止対策の推進に当たり、都道府県労働局と都道府県等との間で、

下記のとおり連携を図ることとしたので、了知の上、遺漏なきを期されたい。 

 なお、本連携については、別添のとおり、本日付け「放射線障害防止対策に係る都道府県

労働局との連携について」により厚生労働省医政局地域医療計画課長から都道府県等衛生

主管部（局）長に通知されている旨申し添える。 

 

記 

 

１ 趣旨 

電離則改正省令による改正後の電離則第５条又は医療法施行規則改正省令による改正

後の医療法施行規則第 30 条の 27 第２項の規定により、令和３年４月１日以降、放射線

業務従事者及び放射線診療従事者等が眼の水晶体に受ける等価線量限度は、１年間につ

き 150ミリシーベルトから 50 ミリシーベルトに引き下げられるとともに、５年間につき

100 ミリシーベルトの被ばく限度が追加される。 

このため、眼の水晶体に受ける等価線量が年間 20 ミリシーベルトを超え 50 ミリシー

ベルト以下である放射線業務従事者及び放射線診療従事者等について、事業者又は病院、

診療所の管理者がその被ばくを低減し、適切な線量管理を行うよう、都道府県労働局と医

療法第 25条第１項に基づく立入検査等を行う都道府県等とが連携して取り組むものであ



る。 

 

２ 連携事項 

都道府県労働局と都道府県等との間で、実効線量又は眼の水晶体に受ける等価線量が

年間 20 ミリシーベルトを超えて 50 ミリシーベルト以下の労働者がいる病院、診療所の

情報を共有するものとする。 

 

３ 都道府県等衛生主管部局への情報提供等 

（１）都道府県労働局健康主務課は、電離則第 58 条の規定に基づき、病院、診療所である

事業場から所轄労働基準監督署長に提出された電離放射線健康診断結果報告書（様式

２号）（以下「報告書」という。）において当該健康診断を実施した日（実効線量につい

ては令和３年４月１日以降のものに限り、眼の水晶体に受ける等価線量については令

和４年４月１日以降のものに限る。）の属する前年の実効線量又は眼の水晶体の等価線

量が 20 ミリシーベルトを超え 50 ミリシーベルト以下であった労働者がいる旨の記載

がある事業場の情報を、当該報告書を受理した日の属する月ごとにまとめてその翌月

の第７営業日までに都道府県衛生主管課へ別紙１により提供すること。 

（２）（１）で情報提供した事業場に係る都道府県等衛生主管部局の対応については、必要

に応じて別紙２により情報提供されること。 

（３）（１）及び（２）に関わらず、都道府県等衛生主管部局と協議の上、別途の取り決め

を行っても差し支えないこと。 

  



 

事 務 連 絡 

令 和  年  月  日 

  

 

 

○○（都道府県）衛生主管課長 殿 

 

 

○○労働局労働基準部健康主務課長 

 

 

令和３年１月 28 日付け基安労発 0128 第１号に基づく情報提供 

 

 

下記の事業場について、令和３年１月 28 日付け基安労発 0128 第１号「放射線障害防止

対策に係る都道府県等衛生主管部局との連携について」の記の３（１）に基づき、次のとお

り情報を提供します。 

 

事業場 

名称 
 

 

所在地 
 

 

連絡先 
 

 

（情報提供内容） 

□ 実効線量：年 20mSv超～50mSvの被ばく労働者数(  年度) 

（    人） 

 

□ 眼の水晶体の等価線量：年 20mSv 超～50mSv の被ばく労働者数（  年度）

（    人） 

 

備考 

 

 

 

 
 
  

別紙１ 



 

事 務 連 絡 

令 和  年  月  日 

 

 

 

○○労働局労働基準部健康主務課長 殿 

 

 

○○（都道府県）衛生主管課長 

 

 

令和３年１月 28 日付け医政地発 0128 第４号に基づく情報提供 

 

 

下記の事業場について、令和３年１月 28 日付け医政地発 0128 第４号「放射線障害防止

対策に係る都道府県労働局との連携について」の記の３に基づき、次のとおり情報提供し

ます。 

 

事業場 

名称 
 

 

所在地 
 

 

連絡先 
 

 

（情報提供内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２ 


